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建築物環境衛生管理における空気調和設備等の適切な運用管理手法の研究 

個別空調方式の影響調査 

秋田市内の事務所建築の事例調査 

研究分担者  長谷川 兼一  秋田県立大学 システム科学技術学部  教授 

 

研究要旨 

個別空調方式に特化した空気環境の維持管理・行政指導マニュアル作成に資する知見を得るため

に、秋田市内の事務所建築物 2 件を対象に、①メンテナンス担当者へのヒアリング調査、②執務者の

主観申告による執務環境の評価、③年間のエネルギー消費量の把握、を実施した。その結果、以下の

ことがわかった。①個別暖冷房では湿度コントロールができないため、冬季にはポータブルの加湿器

を設置して加湿している。また、第三種換気の場合、排気系統の目詰まり、ダンパーが開かない、ガ

ラリの目詰まりが懸念される。温熱環境よりも空気環境の方が知覚しにくい傾向にあり、空気清浄を

維持することが疎かになりやすい。②10 月の執務者の主観評価では、「熱的快適性」では“寒い”と

の申告が見られ、「空気質」に対する評価も低い。空気質の評価については、開口部窓が開け換気が

難しくなったことが関連していることや、そもそも換気に対する意識が低いことが影響している可能

性がある。③ZEB 改修を実施した S ビルでは、同地域の DECC データの下位 25%程度のエネルギー

消費量の事例に位置していることを確認し、省エネルギーには効果があったものと判断できる。例え

ば、照明用エネルギー消費量は、DECC データよりも半分程度の消費量に抑えられている。 

A．研究目的 

本研究では、個別空調方式に特化した空気環境

の維持管理・行政指導マニュアル作成に資する知

見を得るために、事例調査を通じて空調設備を中

心としたメンテナンスの実態や課題を明らかにす

ることを目的とする。ここでは、秋田市内の事務

所建築物 2 件を対象に、①メンテナンス担当者へ

のヒアリング調査、②執務者の主観申告による執

務環境の評価、③年間のエネルギー消費量の把

握、を実施した。なお、いずれの事務所建築とも

中央空調方式から個別空調方式に変更し、このう

ち 1 件は ZEB 改修している事例となる。 

 

B．研究方法 

1）調査対象建物の概要 

本研究では、秋田市内に建設されている 2 件の

事務所建築（S ビル、T ビル）を対象とする。両ビ

ルを担当するメンテナンス会社を通じて現地での

調査を実施した。また、担当者には建物に関する

情報提供の他、特に空調設備に関する運用方法や

課題についてヒアリングした。以下に両ビルの概

要を示す。 

S ビルは、地上 8 階、地下 1 階建て、T ビルは

地上 7 階、地下 1 階建ての事務所ビルである。S

ビル、T ビルとも、執務空間においては全般照明

方式、空調設備による室内環境調整、換気設備に

よる機械換気が採用されている。新築当初は氷蓄

熱を用いた中央冷暖房・中央換気方式であったが、

10 年ほど前に個別冷暖房・個別換気方式に全て取

り替えている。 



- 10 - 

S ビルは 2018 年度に ZEB 改修を実施した事例

であり、表１に建物概要を示す。ZEB ランクは

「ZEB Ready」と評価され、創エネルギー分を含

んだ一次エネルギー削減率は 55.7％とされる。表

2 に ZEB 改修の概要を示すが、屋根と開口部の高

断熱化のほか、照明や空調設備の省エネ化が図ら

れている。屋上の太陽光発電システムが設置され

ているが、設置面積の制約が大きく発電容量は

13.2kW となっている。蓄電池システムも導入さ

れており、蓄電容量は 26.0kWh である。また、エ

ネルギー管理のために BEMS が導入され、表 3 に

示す通り、建物全体の消費量のモニタリングと空

調設備等の運用が中央で管理されるようになった。 

表 1 S ビルの建物概要 

 

 

表 2 ZEB 改修の概要（S ビル） 

 

表 3 BEMS の概要（S ビル） 

 
 

2）主観評価に関するアンケート調査 

表 4 にオフィス空間に対する満足度、環境調整

行動等に関するアンケート項目を示す。基本情報

として、氏名や性別、年齢、体質（暑がり、寒がり

等）に関する個人情報を回答するよう依頼した。

内容に関しては、温熱環境、湿度環境、風環境、光

環境、空気環境に対する満足度やその環境を許容

しているか否か、それらを考慮した時の快適感や

仕事のし易さに関して主観で申告するものである。

また、執務者自身の行動や周辺の状況についても

調査し、自身の曝露環境を良好に保つための環境

調整行動（「涼しくする」ための窓の開閉や冷たい

ものの飲食等、「暖かくする」ための上着の着用や

暖かいものの飲食等）についても回答を得ている。 

 

表 4 執務環境における主観申告と環境調整行動に関

するアンケート調査 

 

 

3）エネルギー消費量 

S ビルには BEMS を導入しているため、2019

年度のみであるが 15 分毎の電力消費量のデータ

が得られた。データは各階テナントの用途別消費

量と共用部の消費量、太陽光発電量に分類されて

いる。これらのデータを分析し、一次エネルギー

消費量の使用実績を把握するとともに、DECC 注

Sビル

既存

秋田県秋田市

(省エネ基準地域区分：4地域)

事務所

2019年

4,097m2

地上1階，地下1階

ZEB ready

創エネ含まず 55.0%

創エネ含む 55.7%

ZEBランク

一次エネルギー

削減率

新築/既存建築物

建物名称

所在地

主用途

竣工年

延べ面積

階数
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により得られるエネルギー消費原単位と比較し

ZEB の可能性を確認する。 

 

C．研究結果 

1）執務環境の維持管理に関するヒアリング結果 

S ビルと T ビルのメンテナンスを担当している

社員にヒアリングする機会を得、主に空調設備に

関連する実績や課題について尋ねた。その結果を

以下に示す。 

・ 個別暖冷房であるため湿度コントロールがで

きないため、冬季にはポータブルの加湿器を

設置して加湿している。 

・ 以前は中央方式だったが、個別方式に変更し

た。中央方式は故障時の影響範囲を考えると、

顧客に勧めないことがある。 

・ BEMS を数年目に導入し、省エネ対策を強化

した。その結果、窓開け換気も含めて、換気を

抑制する傾向にある。そのため、執務空間の空

気環境の悪化が懸念される。 

・ ビルメンテナンス業務として、年二回の熱交

換器のメンテナンスを行っている。 

・ 第三種換気の場合、排気系統の目詰まり、ダン

パーが開かない、ガラリの目詰まりが観察さ

れる。 

・ 温熱環境よりも空気環境の方が知覚しにくい

傾向にあり、空気清浄を維持することが疎か

になりやすい。 

・ 天井カセットからの気流が直接執務者にあた

るため不快である。ドラフトや上下温度差等

の不均一温熱環境への対策として、執務者み

ずから型紙を用いて気流の方向を変えるよう

にしている。 

・ 暖冷房は、テナントの執務室毎に個別制御し

ている。窓開けについても執務者の判断に委

ねており、オーナーから誘導はされていない。 

・ BEMS を導入し、省エネルギーへの運用に努

めている。 

2）執務環境に対する主観評価 

表 5 と表 6 にアンケート調査への回答者の基本

情報をそれぞれのビルについて示す。本研究では、

S ビルでは 12 名、T ビルでは 6 名の執務者から主

観評価を得ることができた。調査期間は 2022 年

10 月 19〜21 日であり、暖房期間に入った直後の

調査である。全体では男性 10 名、女性 8 名、20〜

50 代の割合が高く、被験者としては性別・年代に

は幅があるといえる。自己申告として、「暑がり」

が 5 名、「寒がり」が 5 名、「冷え性」が 3 名であ

る。 

表 5 回答者の基本情報（S ビル） 

 

 

表 6 回答者の基本情報（T ビル） 

 

 

図 4 と図 5 に、仕事のし易さ、快適感、熱的快

適性、寒暑感、乾燥感、気流感、明るさ感、空気質

に対する主観申告への回答割合を、ビル別に示す。

「仕事のし易さ」については、両ビルとも“し易

い”側の申告は約半数となっており、“しにくい”

と申告する執務者が半分いることが確認できる。

「快適感」では、S ビルの方が“快適”側の割合が

高く、「快適感」についても S ビルの方が“中立”

と申告する執務者が多いことが分かる。「寒所感」

では、T ビルにおいて“やや寒い”の申告が 80%

を占めており、S ビルでは 17%に留まっている。

「乾燥感」では乾燥側の申告が両ビルとも多く、

80%程度である。特に、S ビルでは“非常に乾いて

いる”が 8%を占め、乾燥への申告の程度は S ビ

ル方が高いことがわかる。「気流感」については、

両ビルとも大きな差は見られない。「明るさ感」で

は、S ビルにて“やや暗い”と 17%が申告してい

るが、T ビルでは暗い側の申告は見られない。「空

気質」については、両ビルとも悪い側の申告が多
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いが、S ビルでは“非常に悪い”が 17%を占めて

いる。 

S ビルは ZEB 改修を実施しているため、執務環

境の質が T ビルと比較すると高くなっていること

が期待されているが、執務者の主観評価が必ずし

も高い訳ではないことがわかった。特に、「熱的快

適性」では“寒い”との申告が見られ、「空気質」

に対する評価も低い。空気質については、ヒアリ

ングにおいても指摘されていた通り、開口部の改

修により窓が開け換気が難しくなったことが関連

していることや、そもそも換気に対する意識が低

いことが影響している可能性がある。 

 

(a)仕事のし易さ、快適感、熱的快適性 

 

(ｂ)寒暑感、乾燥感、気流感、明るさ感、空気質 

 
図 4 S ビルの執務者の主観申告 

(a)仕事のし易さ、快適感、熱的快適性 

 

(ｂ)寒暑感、乾燥感、気流感、明るさ感、空気質 

 
図 5 T ビルの執務者の主観申告 

 

3）S ビルのエネルギー消費量 

SビルではBEMSによりエネルギー消費量が常

にモニタリングされているため、そこで得たデー

タをまとめた。 

図 6 に 2019 年における月積算の各用途別エネ

ルギー消費量を示す。用途として照明用の割合が

た高く、200GJ/月前後で推移し月変動も小さい。

一方、空調用は暖房期間と冷房期間に合わせて変

動している。暖房は 10 月から 5 月頃まで稼働し

ている様子が窺え、1 月が最も消費量が多い。冷房

は 6 月から 9 月まで使用されると考えられ、8 月

にピークが見られる。6 月や 9 月の中間期では空

調用は少なく、稼働時間は短い。開口部が開放で

きる場合には窓開け換気を行っているようである

が、S ビルでは ZEB 改修により内窓が取り付けら

れているため、それが適わないフロアが大半であ

る。換気用は年間通じて同程度のエネルギー消費

量となっており、執務時には稼働していると考え

られる。 

年間消費量を他の事例と比較するために DECC

データを用いた。図 7 に、S ビルが所在する地域

区分 4 の事務所用途の他事例の実績値を集計し、

四分位にて表現した。S ビルは、第一四分位（下位
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25%）程度のエネルギー消費量の事例に位置して

いることが確認できる。ZEB 改修により、創エネ

ルギー量は少ないものの省エネルギーには効果が

あったものと推察される。また、例えば、図 8 に

示す照明用エネルギー消費量は、DECC データの

半分程度の消費量に抑えられており、LED 照明導

入の効果が見られる。 

 

 
図 6 S ビルの年間エネルギー消費量(2019 年) 

 

 
図 7 S ビルの年間一次エネルギー消費量と DECC デ

ータの比較 

 

 

図 8 S ビルの 1 月代表日の照明エネルギー消費量と

DECC データの比較 

D．結論 

秋田市内の事務所建築物 2 件を対象に、①メン

テナンス担当者へのヒアリング調査、②執務者の

主観申告による執務環境の評価、③年間のエネル

ギー消費量の把握、を実施し、以下のことがわか

った。 

① 個別暖冷房では湿度コントロールができない

ため、冬季にはポータブルの加湿器を設置し

て加湿している。また、第三種換気の場合、排

気系統の目詰まり、ダンパーが開かない、ガラ

リの目詰まりが懸念される。温熱環境よりも

空気環境の方が知覚しにくい傾向にあり、空

気清浄を維持することが疎かになりやすい。 

② 10 月の執務者の主観評価では、「熱的快適性」

では“寒い”との申告が見られ、「空気質」に

対する評価も低い。空気質の評価については、

開口部窓が開け換気が難しくなったことが関

連していることや、そもそも換気に対する意

識が低いことが影響している可能性がある。 

③ ZEB 改修を実施した S ビルでは、同地域の

DECC データの下位 25%程度のエネルギー消

費量の事例に位置していることを確認し、省

エネルギーには効果があったものと判断でき

る。例えば、照明用エネルギー消費量は、DECC

データよりも半分程度の消費量に抑えられて

いる。 

 

＜注釈＞ 

注）DECC(Database for Energy Consumption of 

Commercial buildings)とは日本サステナブ

ル建築協会の「非住宅建築物の環境関連デー

タベース委員会」により調査・分析された建

築物のエネルギー消費に関するデータベース

である。調査は全国を 8 地域に区分し、産官

学の連携体制で実施されている。データは建

築物の環境性能の評価指標として国や自治体、

大学などの関係者に活用されることを想定し

ている。 
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